
地域医療体制の充実
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在宅医療について
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埼玉県の現状

◆ 総人口の推移
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年少人口・生産年齢人口は減少、老年人口は増加 出展：埼玉県5か年計画参考資料



地域包括ケアシステムの構築

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所

病気になったら･･･

医療
介護が必要になったら･･･

介護 医療・介護連携

生活支援・介護予防

専門職が連携して提供する
中重度者向けサービス

自助・共助による
元気高齢者・軽度者向けサービス

◆ 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、
医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム

◆ 市町村が主体となった地域ぐるみのまちづくり

◆ 県は関係団体と連携し市町村を支援

・日常の医療
かかりつけ医、有床診療所

・病院：
急性期、回復期、慢性期

・介護サービス
在宅系、施設・居住系
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在宅医療とは

◆ どのような場合に使えるものか。
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通院が困難になったときや、病状が悪化したことで入院し退院後に在宅での療養が必要な場合など。

◆ どんな人たちが診てくれるのか

在宅医療では、医療や介護の専門職がチームで24時間、患者さんの在宅生活を支えます。

ｚ

訪問看護訪問診療

訪問薬剤管理

訪問によるリハビリテーション訪問歯科診療

医師 看護師

理学療法士
作業療法士
言語聴覚士

歯科医師
歯科衛生士

薬剤師

在宅医療では

医師の指示のもと

それぞれの専門知識をもつ医療職が連携し

あなたの自宅等※を訪問することで

専門的なサービスを受けられます。

訪問栄養食事指導

管理栄養士

自 宅 等 ※

指示

※厚生労働省「在宅医療をご存知ですか」、埼玉県「あなたに合った医療を受けるために」より引用



・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し

・在宅医療等への現場研修を通じて、在宅医療の不安解消と参入意欲を醸成

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や
介護事業所との連携体制の構築

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等

・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及
・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を尊重した
医療やケアが提供できる人材を育成

・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち上げ

３ 在宅医療連携拠点の機能強化等

２ 在宅緩和ケアの推進

１ 在宅医療を担う医師の育成

４ ＡＣＰの普及
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在宅医療推進に向けた取組
～令和４年度の取組～



人が最期を迎える場所ってどこ？

◆ 人はどこで亡くなるか。
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病院？自宅？

出展：厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」

◆ 今はどこで亡くなる
人が多いか。(2014年)

◆ 昔はどこで亡くなる人
が多かったか。(1951年)

自宅 ▶ ８割

病院 ▶ ８割

自宅 ▶ １割・・・



人が最期を迎えたい場所ってどこ？①

◆ 人はどこで亡くなりたいと
考えているか。
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◆約半数の人が自宅で
亡くなりたいと考えている

亡くなる場所８割の病院？

約４９％（半数）自宅 ▶

◆実際には病院で亡くなっている人
が多いのはなぜ？？

出展：埼玉県「令和3年度県政世論調査」



人が最期を迎えたい場所ってどこ？②

◆理由として考えられること
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◆話し合うきっかけがない
３７．３％

◆何を話し合っていいか
わからない １４．５％

出展：埼玉県「令和3年度県政世論調査」

最期を迎えたい場所はどこか家族などと話し合ったことがない

◆命の危険が迫ったとき、
約７０％の人が、
自分の希望する医療等
を伝えられない

アドバンス・ケア・プランニング（ACP）・人生会議



◆目的は？？
日々の生活の場所に医師などが出向いて、⼈⽣の最終段階の医療やケアを
どうしていくかについて、住⺠に語りかけながらじっくり広げていく。

◆ACPを話せる医師を登録！

◆令和３年度１００名以上の医師が登録し、県内の各地域で１０８回講演を実施。

◆講演の場は、既存の高齢者の集まりの場や、ウォーキングイベントに合わせて
実施するものや、高校の授業の一環として実施してもらったことも。

R3～ ＡＣＰ普及啓発講師人材バンク事業
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ケアマネジャーとの連携事例

【 ケアマネジャーの対応 】

○ケアマネジャーは、介護サービスを
受ける方のケアプランを作成

○ケアプランを作成する際、
介護だけでなく医療のことも相談
される

【拠点コーディネーターの対応】

○医療的知見や実務経験に基づき
必要なケアを助言

○複雑な病状の患者には担当医
から情報収集し、個別に対応

在宅医療と介護の
一体的ケアの実現

相

談

○ 県医師会と共同で県内に３０ある郡市医師会に
拠点を設置（Ｈ３０～市町村の介護保険事業）

○ ケアマネジャー資格を持つ看護師など
医療・福祉にも精通した専門職を配置

【主な役割】
○ 在宅医療を希望する患者を関係職種につなぐ
○ 本人・家族、地域包括支援センターやケアマネ
などからの医療相談に対応

県内で月約６００件の相談に対応

在宅医療連携拠点
～ 県内どこに住んでいても必要な医療・介護サービスを受けられる ～

うち５割弱が介護職からの相談
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在宅医療連携拠点
コーディネーター

訪問看護師

患者本人・家族

ケアマネジャー

地域包括支援センター

（市町村）

病 院

往診医

医
療
相
談



救急医療について

12



救急搬送患者が増加する一方、救急医療機関数が横ばいであり、１救急医療機関当たりの負
担が増加している。
(令和２年については新型コロナウイルスの影響等で救急搬送患者が大きく減少)

埼玉県の救急医療を取り巻く現状①
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救急搬送人員数の伸びは、特に高齢者が多い（平成２３年に比べて約３４％増）

埼玉県の救急医療を取り巻く現状②

※新生児～少年…０～１８歳未満
高齢者 …６５歳以上

14

新生児
～少年

成人 高齢者

重症 576 6,951 16,297

中等症 5,080 29,856 55,502

軽症 23,695 73,177 52,389

合計 29,351 109,984 124,188

新生児
～少年

成人 高齢者

重症 469 5,775 18,549

中等症 4,830 28,696 82,406

軽症 14,876 55,974 65,479

合計 20,175 90,445 166,434



・新たな救急医療情報システム

タブレット端末活用(H26.4～)

群馬県との連携(H26.4～)

スマホ機能導入(H29.3～)

東京都との連携(H30.3～)

千葉県・茨城県との連携(R2.3～)

一斉照会システムの運用開始

(R4年1月～）

・ドクターヘリの運航(H19.10～)

群馬県との広域連携(H27.3～)

・ドクターカーの運行支援

秩父地域へ運行エリアを拡大(R2.10～)

・搬送困難事案受入医療機関

の整備(H27.1～)

・新都心医療拠点(H29.1～)

・精神合併症受入強化(H29.8～)

・脳卒中治療ネットワーク

(H30.1～)

・転院支援システムの運用

(R2.4～)

・大動脈緊急症ネットワークの

運用(Ｒ４.４～)

・救急電話相談の充実
子供の相談(H19.6～)
大人の相談(H26.10～)

・相談時間２４時間化(H29.10～)
・＃７１１９の導入(H29.10～)
・ＡＩ救急相談運用開始(R1.7～)

救急搬送体制の強化 受入医療機関の整備 適正受診の推進

取 組

救急医療体制の充実（救急医療に関する基本的な取組み）
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〇 目的

重篤患者が発生した救急現場に医師や看護師を迅速に送り込み、いち早く救命

医療を行い、救命率の向上と後遺症の軽減を目指す。

〇 実施主体

学校法人埼玉医科大学（埼玉医科大学総合医療センター）

〇 運航開始

平成１９年１０月２６日

〇 特徴

県内どこでも要請から２５分以内で到着。

救急搬送体制の強化
～埼玉県のドクターヘリ～
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適正受診の推進
～救急電話相談の広報～

➢ ポスター ➢ カード

➢ 救急車に貼付（マグネットシート、全救急車）
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周産期医療について
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周産期医療とは

周産期医療体制の充実
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妊娠満２２週から出生後７日未満までの期間の母体及び新生児に生じる突発的な事態に

対応するための産科医療と新生児医療を統合した医療

○ Ｍ Ｆ Ｉ Ｃ Ｕ （母体・胎児集中治療室）

危険度の高い妊娠・出産に対応するための設備と医療スタッフを備えた母体と胎児の集中治

療室

○ Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ （新生児集中治療室）

極めて低い体重で生まれた新生児や先天性疾患を持つ新生児に対応するための設備と医療

スタッフを備えた新生児集中治療室

○ 周産期医療施設

ハイリスク妊娠に対する医療を提供するとともに、NICUを有し、高度な新生児医療を提供する

医療機関。県内に１４か所ある。

特にＮＩＣＵを９床以上、ＭＦＩＣＵを６床以上有し、２４時間体制で新生児科医、産科医（複数）が

勤務。必要に応じて当該施設の関係診療科又は他の施設と連携し、産科以外の合併症（脳血管

疾患、心疾患等）を有する母体に対応できる「総合周産期母子医療センター」は県内２か所



深谷赤十字病院

さいたま市立
病院

独立行政法人国立病院機構

西埼玉中央病院

埼玉医科大学
総合医療ｾﾝﾀｰ

埼玉医科大学病院

★

★

★

★

栃木県

群馬県

長野県

山梨県

東京都

千葉県★
★

総合周産期母子医療センター

地域周産期母子医療センター

上里町

神川町

本庄市

美里町

寄居町

羽生市

加須市

久喜市

幸手市

杉戸町

宮代町

白岡市

春日部市

草加市

吉川市

三郷市

蕨市

朝霞市

和光市

狭山市

川島町

富士見市

三芳町

上尾市

吉見町

東松山市

小川町

東秩父村

ときがわ町

日高市

坂戸市

鶴ヶ島市

小鹿野町

秩父市

横瀬町

皆野町

長瀞町

深谷市

熊谷市

行田市

蓮田市

松伏町

越谷市

八潮市

新座市

入間市

所沢市

鴻巣市

北本市

伊奈町

滑川町

嵐山町

鳩山町

越生町

飯能市

毛呂山町

さいたま市
川越市

桶川市

ふじみ野市

志木市

●

●

さいたま赤十字病院

防衛医科大学校
病院

獨協医科大学
埼玉医療センター

済生会
川口総合病院

● 新生児センター

県立小児医療ｾﾝﾀｰ

川口市立
医療ｾﾝﾀｰ

茨城県

越谷市立病院

★

自治医科大学附属
さいたま医療センター

★

★
戸田市

独立行政法人国立病院機構

埼玉病院

★

★

川口市

埼玉県の周産期医療施設配置図
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★

春日部市立
医療センター

●

★



周産期医療体制の全体像
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患者のリスクに応じて適切な医療機関への搬送を調整
母体・新生児搬送コーディネーター（助産師）
母体救命コントロールセンター（医療機関）
災害時小児周産期リエゾン

事業効果 限られた資源を最大限に活用した安全・安心なお産体制の確保

一般産科
（ローリスク妊婦）

周産期医療施設
（ハイリスク妊婦）

受け入れる

分娩取扱施設の処
遇改善に対する補助

受け入れる

周産期医療施設
〇運営費の助成
〇医療機器の整備

周産期医療施設に患者を集中させない仕組み

〇精神疾患合併妊婦支援：精神疾患合併妊婦を一般産科で受け入れられるようにする
〇小児在宅医療・NICU後方支援：NICUから在宅療養への移行促進
〇医療関係者への研修：周産期医療関係者等の技術向上支援

つなぐ

振り分ける



災害時の周産期医療体制
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被災地域

❓

❓

❓

❓

埼玉県災害対策本部

医療整備課担当者の役割

① 人材の確保

② ルールづくり

③ 訓練
本部リエゾン

リエゾン

リエゾン

リエゾン



災害時の周産期医療体制

●周産期の災害対策に関する仕事の特徴

・事務担当者の自由度が高い（国はリエゾンの活用に関する指針を示すのみ）

・妊婦さんや赤ちゃんの安全に関わる責任の重さ

・医師をはじめ関係者が多い（災害時小児周産期リエゾンなど）

・災害対策の難しさ

→ 現場の関係者の理解と協力を得ながら、
災害弱者となる方々の命を守るための仕組みを作る

現場医療者とのコミュニケーション、丁寧な調整、事業を引っ張っていく熱意など



災害時医療について
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＜アジェンダ＞

1．埼玉DMAT

2．業務継続計画（BCP）

3．災害拠点病院

4．広域医療搬送

5．災害時連携病院

6．EMIS（広域災害救急医療情報システム）



• メールチェック、対応

8:30 始業

• 隊員養成研修受講者選定

9:00 埼玉DMAT

災害時医療担当の業務（担当Ａ）
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＜埼玉DMAT＞

○ 大規模災害発生時に傷病者の救命率の向上や

後遺症の軽減等を図るため、災害の初期段階での

迅速な救護活動を行う「災害派遣医療チーム」

（Disaster Medical Assistance Team）

○ 国の養成研修のほかに、埼玉県独自でも研修を

開催し、埼玉DMATを養成中



災害時医療担当の業務（担当Ａ）
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• メールチェック、対応

8:30 始業

• 隊員養成研修受講者選定

9:00 埼玉DMAT

• オンライン研修、個別相談会の企画

10:00 病院の業務継続計画（BCP）策定支援

12:00 昼食

13:00 医療機関からの問合せ対応

＜業務継続計画（BCP）＞

○ 災害時に病院が機能するために、非常に重要な

計画。災害時に一般企業は業務量が減少するが、

病院の業務量は増加する方向になる

○ 令和4年度、県では全病院を対象にしたオンデ

マンド研修と個別相談会を開催中



• 救命救急センター長と打合せ

15:00 災害拠点病院関係 打合せ（Web）

災害時医療担当の業務（担当Ａ）

• メールチェック、対応

8:30 始業

• 隊員養成研修受講者選定

9:00 埼玉DMAT

• オンライン研修、個別相談会の企画

10:00 病院の業務継続計画（BCP）策定支援

12:00 昼食

13:00 医療機関からの問合せ対応

＜災害拠点病院＞

○ 被災地の医療の確保や被災地域への医療支援を

目的とした国の制度

○ 重症患者の受入拠点になり、食料の備蓄など、

非常に厳しい要件あり

○ 指定は県に任されており、県では22か所整備済
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災害時医療担当の業務（担当Ａ）

• メールチェック、対応

8:30 始業

• 隊員養成研修受講者選定

9:00 埼玉DMAT

• オンライン研修、個別相談会の企画

10:00 病院の業務継続計画（BCP）策定支援

12:00 昼食

13:00 医療機関からの問合せ対応

• 救命救急センター長と打合せ

15:00 災害拠点病院関係 打合せ（Web）

• 配備する医療機器の選定

16:00 広域医療搬送拠点

17:15 退庁

＜広域医療搬送拠点＞

○ 災害時に重症患者等を被災地外に搬送する拠点

○ 埼玉県では航空自衛隊入間基地内に設置

○ 臨時医療施設に設置する医療資器材を医療従事
者と調整して購入

©航空自衛隊
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C – 1機



• 災害時連携病院現地調査

9:00 出張（直行）

災害時医療担当の業務（担当Ｂ）

＜災害時連携病院＞

○ 災害時における医療提供体制の強化を目的に

令和3年度から開始した県独自の制度

○ 災害時には、災害拠点病院と連携し、中等症患者

や容体が安定した重症患者の受入拠点となる
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• EMISを用いて、医療機関の安否確認

21:00 災害対応（ゲリラ豪雨で水没地域発生！）

19:00 翌日の会議資料作成

災害時医療担当の業務（担当Ｂ）

12:00 昼食

• 復命書作成、上司に報告

13:00 帰庁

• 医師会と指定に関する調整

15:00 災害医療コーディネーター

• 申請書類審査

16:00 補助金

翌3:30 対応終了・退庁

• 災害時連携病院現地調査

9:00 出張（直行）

＜EMIS（広域災害救急医療情報システム）＞

○ 災害時に医療機関の安否を確認する非常に

重要なシステム

○ 災害が発生した際には、全病院から入力して

もらう必要があるため、県では入力訓練等を開催

○ Youtubeの動画を作成し、入力方法等も啓発中
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